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判
定
し
ま
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
一

部
負
担
金
の
割
合
が

変
更
に
な
る
方
に
新

し
い
被
保
険
者
証
を

送
付
し
ま
す
。

　

医
療
機
関
で
受
診
す
る
場
合
の

一
部
負
担
金
の
割
合
（
１
割
ま
た

は
３
割
）
は
、
６
月　

日
ま
で
は

３０

従
来
の
老
人
保
健
制
度
と
同
様
に

同
一
世
帯
の
被
保
険
者
お
よ
び　
７０

歳
以
上
の
方
の
所
得
で
判
定
し
て

い
ま
し
た
が
、
７
月
か
ら
は
同
一

世
帯
の
被
保
険
者
の
み
の
所
得
で

　

対
象
者
は
、
次
の
い
ず
れ
か
に

該
当
す
る
方
で
す
。

①
一
部
負
担
金
の
割
合
が
変
更
に

な
る
方

②
現
在
、
被
保
険
者
証
の
一
部
負

担
金
の
割
合
欄
に
『
３
割
た
だ

し
７
月　

日
ま
で
は
、
自
己
負

３１

担
限
度
額
「
一
般
」
適
用
』
の

記
載
の
あ
る
方

　

な
お
、
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な

い
方
は
、
今
ま
で
お
持
ち
の
被
保

険
者
証
で
受
診
で
き
ま
す
（
世
帯

の
状
況
に
異
動
が
あ
る
と
き
や
、

所
得
の
更
正
等
が
行
わ
れ
た
と
き

は
、
一
部
負
担
金
の
割
合
が
随
時

変
更
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
）。

　

認
定
証
の
更
新
時
期
は
毎
年
８

月
で
す
。
現
在
、
認
定
証
を
お
持

ち
で
８
月
以
降
も
引
き
続
き
対
象

と
な
る
可
能
性
が
あ
る
方
に
は
、

申
請
書
を
送
付
し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
世
帯
員
全
員
が
市
県
民

税
非
課
税
の
方
で
認
定
証
を
お
持

ち
で
な
い
場
合
は
、
入
院
の
際
に

市
の
担
当
窓
口
に
申
請
し
て
く
だ

さ
い
。

　

ま
た
、世
帯

員
全
員
が
市

県
民
税
非
課

税（
次
ペ
ー
ジ

の
表
の
低
所

得
Ⅰ
・
Ⅱ
に
該

当
）
の
方
は
、
限
度
額
適
用
・
標

準
負
担
額
減
額
認
定
証
を
提
示
す

る
こ
と
で
、
入
院
の
際
に
医
療
機

関
で
支
払
う
一
部
負
担
金
が
次

ペ
ー
ジ
の
表
の
世
帯
単
位
欄
の
限

度
額
と
な
り
、
入
院
時
の
食
事
代

も
減
額
さ
れ
ま
す
。

ち
の
方
に
、
８
月
１
日
か
ら
有
効

の
新
し
い
受
給
者
証
を
、
７
月
下

旬
に
送
付
し
ま
す
。
有
効
期
限
の

切
れ
た
受
給
者
証
は
使
用
で
き
ま

せ
ん
の
で
注
意
く
だ
さ
い
。

▽
対
象
者

①
高
齢
受
給
者
証

　

昭
和
８
年
８
月
２
日
か
ら
昭
和

　

年
７
月
１
日
生
ま
れ
で
、
国
民

１３健
康
保
険
の
加
入
者

※
医
療
制
度
の
改
正
に
伴
い
、
１

割
負
担
の
方
は
、
平
成　

年
４

２１

月
１
日
か
ら
一
部
負
担
金
の
割

合
が
２
割
に
変
更
と
な
り
ま
す
。

そ
の
た
め
１
割
負
担
の
方
の
証

は
、「
２
割
（
平
成　

年
３
月　

２１

３１

日
ま
で
は
１
割
）」と
記
載
し
て

い
ま
す
。

　

市
が
発
行

し
て
い
る
国

民
健
康
保
険

の
「
高
齢
受

給
者
証
」
と

「
特
定
疾
病

療
養
受
療

証
」
を
お
持

※
翌
年
の
７
月

　

日
ま
で
に

３１
　

歳
に
到
達

７５す
る
方
は
、

誕
生
日
当
日

か
ら
後
期
高

齢
者
医
療
の

被
保
険
者
と

な
り
ま
す
の

で
、
高
齢
受

給
者
証
の
有
効
期
限
は
誕
生
日

の
前
日
ま
で
と
な
り
ま
す
。

②
特
定
疾
病
療
養
受
療
証

　

特
定
疾
病
療
養
者
証
を
お
持
ち

の　

歳
未
満
の
国
民
健
康
保
険
被

７５
保
険
者

　

８
月
１
日
か
ら
平
成　

年
７
月　

日
ま
で
の
一
部
負
担
金
の
割
合

２１

３１

は
、
平
成　

年
中
の
所
得
で
判
定
し
、
こ
の
割
合
が
変
更
に
な
る
方

１９

に
は
新
し
い
被
保
険
者
証
を
７
月
下
旬
に
送
付
し
ま
す
。
８
月
1
日

か
ら
は
、
新
し
い
被
保
険
者
証
を
医
療
機
関
の
窓
口
に
提
示
し
、
受

診
し
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
古
い
被
保
険
者
証
は
使
用
で
き
ま
せ
ん
の
で
、
市
の
担
当

窓
口
に
返
却
く
だ
さ
い
。

《
問
合
せ
》
市
民
課
国
保
医
療
係
�　

－

９
０
６
1
ま
た
は
兵
庫
県
後

２１

期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
事
務
局
�
０
７
８－

３
２
６－

２
６
４
８

対
象
者

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額

減
額
認
定
証

長
寿
医
療
制
度（
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
） 

一
部
負
担
金
の
割
合
が
変
更
に
な
る
方
に 

　
　
　 
新
し
い
被
保
険
者
証
を
送
付
し
ま
す 

国
民
健
康
保
険

高
齢
受
給
者
証
、特
定
疾
病
療
養
受
療
証
を
お
持
ち
の
方
へ

新
し
い
受
給
者
証
を
送
付
し
ま
す
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入
院
時
の
食

事
代
や
一
部
負

担
金
を
軽
減
す

る
た
め
に
、
市

が
発
行
し
て
い

る
国
民
健
康
保

険
の
「
限
度
額

適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
」、

「
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
」、

「
限
度
額
適
用
認
定
証
」
の
有
効

期
限
は
７
月　

日（
木
）で
す
。
引

３１

き
続
き
証
が
必
要
な
方
、
ま
た
は

新
た
に
証
が
必
要
の
方
は
申
請
し

て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
申
請
し
た
月
の
初
日
か

ら
有
効
の
証
を
交
付
し
ま
す
の
で
、

８
月
以
降
に
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

▽
対
象
者

①
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減

額
認
定
証

　

国
民
健
康
保
険
高
齢
受
給
者
証

を
お
持
ち
の
方
で
、
国
民
健
康
保

険
の
世
帯
主
を
含
む
被
保
険
者
全

員
が
市
県
民
税
非
課
税
と
な
る
世

帯
の
方

②
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証

　
　

歳
未
満
の
国
民
健
康
保
険
被

７０

保
険
者
で
、
国
民
健
康
保
険
の
世

帯
主
を
含
む
被
保
険
者
全
員
が
市

県
民
税
非
課
税
と
な
る
世
帯
の
方

③
限
度
額
適
用
認
定
証

　
　

歳
未
満
の
国
民
健
康
保
険
被

７０
保
険
者
で
、
納
期
限
到
来
の
国
民

健
康
保
険
税
を
完
納
し
て
い
る
世

帯
の
方

▽
申
請
に
必
要
な
も
の

・
被
保
険
者
証
ま
た
は
退
職
者
医

療
被
保
険
者
証

・
印
鑑

・
減
額
認
定
証（
所
持
者
の
み
）

・
高
齢
受
給
者
証（
所
持
者
の
み
）

・
被
保
険
者
の
う
ち
平
成　

年
１

１９

月
１
日
時
点
で
豊
岡
市
に
住
民

票
の
な
い
方
は
、

該
当
者
の
所
得
課

税
証
明
書

※
過
去
１
年
間
に
入

院
日
数
が　

日
を
超
え
る
方
は
、

９０

入
院
日
数
が　

日
を
超
え
た
こ

９０

と
の
分
か
る
医
療
機
関
の
領
収

書
を
提
出
く
だ
さ
い
。

《
問
合
せ
》
市
民
課
国
保
医
療
係

　

�　

－

９
０
６
１
ま
た
は
各
総

２１
合
支
所
市
民
生
活
課

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
、
標
準

負
担
額
認
定
証
、
限
度
額
適
用
認
定
証
を
お
持
ち

の
方
へ　
　

※
有
効
期
限
は
７
月　

日（
木
）で
す

３１

※１…（　）内は過去１２カ月以内に既に３回以上高額療養費が支給されている場合、４回目からの額
※２…（　）内は過去１２カ月の入院日数が９０日を超える場合、９１日目からの額（申請が必要）
（注）制度改正に伴う経過措置（平成２０年８月１日から平成２２年７月３１日まで）。現役並み所得者（同
一世帯に被保険者が１人の場合で、かつ７０歳以上７５歳未満の方がいる場合に限る）のうち、収入
３８３万円以上の被保険者で、同一世帯の７０歳以上７５歳未満の方を含めた収入合計が５２０万円未満の
場合は、市の担当窓口に申請することで一部負担金の割合は「３割」ですが、自己負担限度額は
「一般」の区分となります。

■長寿医療制度（後期高齢者医療制度）

該当条件
入院時の食事代の標
準負担額（１食当たり）

自己負担限度額（月額）一部負担
金の割合

区分
世帯単位（入院含む）個人単位（外来）

　同一世帯に市県民税課税所得
１４５万円以上の被保険者がいる世
帯の方。ただし、次の金額に満たな
い方は、市の担当窓口に申請するこ
とにより「一般」の区分となります。
・同一世帯に被保険者が一人の場
　合（注）
　収入…３８３万円　
・同一世帯に被保険者が複数いる
場合

　被保険者全員の収入合計…５２０万円
※対象者には申請書を送付してい
ます。

２６０円

８０，１００円＋（医療
費 －２６７，０００円）
×１％（４４，４００円）
※１

４４，４００円３割
現役並み
所得者　

現役並み所得者、低所得Ⅱ、低所
得Ⅰ以外の方

４４，４００円１２，０００円

１割

一　　般

低所得Ⅰ以外の方

世帯全
員が市
県民税
非課税

２１０円（１６０円）※２２４，６００円

　８，０００円

Ⅱ

低所得者

・各所得が必要経費・控
除（年金の所得は控除
額を８０万円として計算）
を差し引いたときに０円
となる方
・老齢福祉年金の受給者

１００円１５，０００円Ⅰ


